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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第１四半期
連結累計期間

第16期
第１四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年６月30日

自　2018年４月１日
至　2018年６月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上高 （千円） 117,547 150,868 938,178

経常損失（△） （千円） △131,652 △126,506 △149,703

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △132,085 △127,382 △156,527

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △131,206 △130,325 △148,577

純資産額 （千円） 1,732,824 1,639,793 1,752,717

総資産額 （千円） 1,868,200 1,807,551 1,921,347

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △22.74 △21.82 △26.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 91.9 88.2 89.2

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり四半

期（当期）純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国・中国間の貿易摩擦への懸念などがあるものの、米国・

欧州を中心におおむね堅調に推移しました。国内においても、企業収益や雇用環境の改善等を背景として、緩や

かな回復基調が継続しました。

当社グループが属するライフサイエンス業界においては、医療・介護の効率化に向け、予防医療や個別化医療

を推進する動きが増え、健康管理等へのニーズが世界的に高まっています。

このような状況の中、当社グループでは、メタボローム解析事業において、学会への出展やキャンペーンと

いった販促活動を中心に受注拡大に向けた取り組みを継続するとともに、海外市場の拡大や新サービス展開等に

注力してまいりました。

また、バイオマーカー事業においては大うつ病性障害（以下「うつ病」といいます。）バイオマーカーの事業

化に向け、技術開発や臨床研究に向けた取り組みを継続しました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、メタボローム解析事業において前期獲得した案件の試

料受領が進んだこと等を背景に150,868千円（前年同期比28.3％増）となりました。一方、うつ病バイオマー

カーの事業化に向けた研究開発や、メタボローム解析事業の更なる成長に向け基盤強化に取り組んだこと等から

営業損失は129,601千円（前年同期は130,023千円の営業損失）、経常損失は126,506千円（前年同期は131,652千

円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は127,382千円（前年同期は132,085千円の親会社株主に帰

属する四半期純損失）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

ⅰ) メタボローム解析事業

　当事業セグメントにおいては、前期に引き続き積極的な販促活動を展開し、製薬・食品分野等において大口

案件の受注拡大に取り組んだ他、2018年４月にリリースした新サービスの受注獲得に注力しました。海外にお

いても米国を中心に大口案件獲得に向けた取り組みを強化した他、欧州やアジア圏の市場拡大に向けた活動も

活発に行いました。この結果、売上高は150,858千円（前年同期比28.4％増）、セグメント利益は28,825千円

（前年同期比196.6％増）となりました。

　なお、当社グループのメタボローム解析事業は、季節的な要因として多くの顧客の年度末にあたる当社第４

四半期連結会計期間に売上高、利益ともに大きくなる傾向にあります。

 

ⅱ) バイオマーカー事業

　当事業セグメントにおいては、うつ病バイオマーカーの実用化・事業化に向け、機器法及び酵素法等による

測定メソッドの開発並びに臨床研究に向けた品質マネジメントシステムの構築等に取り組みました。

　この結果、売上高は10千円（前年同期比7.4％減）、セグメント損失は49,142千円（前年同期は44,112千円の

セグメント損失）となりました。

 

② 財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は1,656,390千円となり、前連結会計年度末に比べ106,588千円

減少しました。これは、現金及び預金が154,668千円増加したものの、売掛金が169,475千円、有価証券が

100,190千円減少したこと等によるものであります。

 

（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産は151,160千円となり、前連結会計年度末に比べ7,207千円減少

しました。これは、有形固定資産の工具、器具及び備品が2,279千円、減価償却累計額が11,354千円増加したこ

と等によるものであります。
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（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は123,567千円となり、前連結会計年度末に比べ1,529千円増加

しました。これは、未払法人税等が3,034千円減少したことに加え、その他に含め表示している未払消費税等が

減少、前受金が増加したこと等によるものであります。

 

（固定負債）

当第１四半期連結会計期間末における固定負債は44,190千円となり、前連結会計年度末に比べ2,402千円減少

しました。これは、リース債務が2,386千円減少したこと等によるものであります。

 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は1,639,793千円となり、前連結会計年度末に比べ112,923千円減

少しました。これは、資本金が5,502千円、資本剰余金が5,502千円、新株予約権が6,396千円増加したものの、

親会社株主に帰属する四半期純損失127,382千円を計上したこと等によるものであります。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は、46,183千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2018年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2018年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,847,800 5,847,800
東京証券取引所

（マザーズ市場）

完全議決権株式であり、株主とし

ての権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式であり

ます。単元株式数は100株であり

ます。

計 5,847,800 5,847,800 － －

（注）提出日現在発行数には、2018年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2018年４月18日

付与対象者の区分及び人数 従業員　２名

新株予約権の数　※ 170個

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数　※ 普通株式　17,000株

新株予約権の行使時の払込金額　（注）１　※ 2,043円

新株予約権の行使期間　※ 自　2020年５月８日　至　2025年５月７日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額　※

発行価格　　　　2,043円

資本組入額　　1,021.5円

新株予約権の行使の条件　※

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社
又は当社関係会社の役員又は従業員の地位を有しているこ
とを要する。ただし、任期満了により退任した場合、定年
退職した場合等、当社が正当な理由があると認めた場合を
除く。その他の条件については、当社と割当対象者との間
で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによ
る。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するも
のとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注）２

※　新株予約権の発行時（2018年５月７日）における内容を記載しております。

（注）１．調整前行使価額を下回る価額で、新株を発行又は自己株式を処分する場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式を処分する場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当た

り処分金額」と読み替えるものとする。さらに、割当日以降、資本の減少、合併又は会社分割等、株式の行使

価額を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割等の条件等を勘案の上、

当社は合理的な範囲で行使価額の調整を行う。

なお、株式分割、株式併合又は株式無償割当てを行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

 

２．合併（合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ分割会社となる場合に限

る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞれ完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下、

「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併の効

力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、新設分割につ

き新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式移転につき株式移転設立完

全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保

有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式

会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合において、残

存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿っ

て再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」に準じて

決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
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交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」と組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される

当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間に定める行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い

日から、当初の上記新株予約権の行使期間に定める期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件及び取得条項

上記「新株予約権の行使の条件」及び以下⑨に準じて決定する。

⑨　以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の

場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予

約権を取得することができる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案

(5) 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を

要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑩　その他の新株予約権の行使の条件

新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2018年４月１日～

2018年６月30日　（注）
16,500 5,847,800 5,502 1,460,190 5,502 1,448,907

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため記載

することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

2018年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,829,300
58,293

完全議決権株式であり、株主と

しての権利内容に何ら限定のな

い当社における標準となる株式

であります。単元株式数は100

株であります。

単元未満株式
普通株式

2,000
－ －

発行済株式総数 5,831,300 － －

総株主の議決権 － 58,293 －

 

②【自己株式等】

2018年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

　なお、当四半期会計期間末日後の役員の異動は次のとおりであります。

　　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 執行役員 メタボロー
ム解析事業カンパニープレジデント

代表取締役社長 菅野　隆二 2018年７月１日

取締役 執行役員 バイオマーカー事業
カンパニープレジデント 兼 研究開発
本部長

取締役研究開発本部長 兼 バイオマー
カー事業管掌

大橋　由明 2018年７月１日

取締役 執行役員 経営管理本部長 取締役経営管理本部長 長谷川　哲也 2018年７月１日
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第４【経理の状況】
１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,261,379 1,416,047

売掛金 220,334 50,858

有価証券 200,190 100,000

商品 14,829 24,789

仕掛品 2,402 4,457

原材料及び貯蔵品 9,568 13,158

その他 54,274 47,078

流動資産合計 1,762,979 1,656,390

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 21,735 21,735

工具、器具及び備品 325,880 328,160

リース資産 136,892 136,892

減価償却累計額 △344,778 △356,133

有形固定資産合計 139,730 130,655

無形固定資産 8,936 10,905

投資その他の資産 9,700 9,600

固定資産合計 158,367 151,160

資産合計 1,921,347 1,807,551

負債の部   

流動負債   

買掛金 66 47

リース債務 9,452 9,489

未払法人税等 7,510 4,475

その他 105,008 109,554

流動負債合計 122,038 123,567

固定負債   

リース債務 31,751 29,365

繰延税金負債 954 907

資産除去債務 13,885 13,917

固定負債合計 46,592 44,190

負債合計 168,630 167,757

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,454,687 1,460,190

資本剰余金 1,443,404 1,448,907

利益剰余金 △1,205,115 △1,332,498

自己株式 △67 △67

株主資本合計 1,692,909 1,576,531

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 20,196 17,253

その他の包括利益累計額合計 20,196 17,253

新株予約権 39,611 46,008

純資産合計 1,752,717 1,639,793

負債純資産合計 1,921,347 1,807,551
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

売上高 117,547 150,868

売上原価 39,888 49,215

売上総利益 77,658 101,652

販売費及び一般管理費 207,682 231,254

営業損失（△） △130,023 △129,601

営業外収益   

受取利息及び配当金 224 203

為替差益 － 4,531

受取賃貸料 750 －

その他 － 2

営業外収益合計 974 4,738

営業外費用   

支払利息 25 175

為替差損 2,514 －

株式交付費 60 68

和解金 － 1,400

その他 3 －

営業外費用合計 2,603 1,643

経常損失（△） △131,652 △126,506

税金等調整前四半期純損失（△） △131,652 △126,506

法人税、住民税及び事業税 1,032 924

法人税等調整額 △599 △47

法人税等合計 433 876

四半期純損失（△） △132,085 △127,382

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △132,085 △127,382
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

四半期純損失（△） △132,085 △127,382

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 879 △2,942

その他の包括利益合計 879 △2,942

四半期包括利益 △131,206 △130,325

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △131,206 △130,325

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

　当社グループの主要な事業であるメタボローム解析事業は、季節的な要因として多くの顧客の年度末にあたる当

社第４四半期連結会計期間に売上高、利益ともに大きくなる傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

減価償却費 11,186千円 12,085千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

 
メタボローム
解析事業

バイオマーカー
事業

計

売上高    

外部顧客への売上高 117,536 10 117,547

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － －

計 117,536 10 117,547

セグメント利益又は損失（△） 9,717 △44,112 △34,395

 

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △34,395

全社費用（注） △95,628

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △130,023

（注）セグメント利益の全社費用△95,628千円は、主に各報告セグメントに配分していない一般管理費等の全社費用で

あります。
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当第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

 
メタボローム
解析事業

バイオマーカー
事業

計

売上高    

外部顧客への売上高 150,858 10 150,868

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － －

計 150,858 10 150,868

セグメント利益又は損失（△） 28,825 △49,142 △20,317

 

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △20,317

全社費用（注） △109,284

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △129,601

（注）セグメント利益の全社費用△109,284千円は、主に各報告セグメントに配分していない一般管理費等の全社費用

であります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △22円74銭 △21円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円） △132,085 △127,382

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）
△132,085 △127,382

普通株式の期中平均株式数（株） 5,809,700 5,839,029

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり四半期純損失であ

るため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年８月９日

ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 城　戸　　　和　弘　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 永　田　　　　　立　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヒューマン・

メタボローム・テクノロジーズ株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ株式会社及び連結子会社

の2018年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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